
 

瀬戸内海環境保全特別措置法＜抜粋＞ 

（昭和四十八年十月二日法律第百十号） 

 

（栄養塩類管理計画の策定） 

第十二条の六 関係府県知事は、単独で又は共同して、次に掲げる区域について、栄養塩類

（窒素及びその化合物並びに燐及びその化合物をいう。以下同じ。）を適切に増加させる

ための海域における栄養塩類の投入、工場又は事業場における汚水等の処理の方法の変更

その他の措置（以下「栄養塩類増加措置」という。）の計画的な実施に関する計画（以下

「栄養塩類管理計画」という。）を定めることができる。 

一 前二節に規定する措置のみによつては生物の多様性及び生産性の確保が困難であり、栄

養塩類増加措置の実施が必要と認められる瀬戸内海の海域（以下「対象海域」という。） 

二 対象海域における潮流その他の自然的条件及び排出水の排出の状況に照らして当該対象

海域と一体として栄養塩類増加措置を実施することが相当と認められる瀬戸内海の海域及

び陸域（当該府県の区域内に限る。） 

２ 栄養塩類管理計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 栄養塩類管理計画の区域（以下「計画区域」という。） 

二 対象海域において栄養塩類増加措置の対象とする物質及び当該物質に係る水質の目標値 

三 栄養塩類増加措置を実施する者の氏名又は名称並びにその実施場所（工場又は事業場に

あつては、その名称及び所在地）及び実施方法 

四 第二号の目標値に関する測定の地点、方法及び頻度 

五 前号に規定する測定の結果に基づく対象海域の水質の状況についての調査、分析及び評

価の方法 

六 前各号に掲げるもののほか、栄養塩類増加措置の計画的な実施に関し必要な事項 

３ 栄養塩類管理計画は、基本計画及び当該府県知事が定めた府県計画に即するとともに、他

の法律の規定による環境の保全に関する計画との調和が保たれたものでなければならない。 

４ 第二項第二号の目標値は、環境基本法（平成五年法律第九十一号）第十六条第一項の規定

による水質の汚濁に係る環境上の条件についての基準の範囲内において定めなければなら

ない。 

５ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めようとするときは、栄養塩類増加措置が環境に

及ぼす影響について、調査、予測及び評価を行うものとする。 

６ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めようとするときは、あらかじめ、計画区域内に

おいて特定施設を設置する工場又は事業場の設置者、住民その他の関係者の意見を聴くと

ともに、当該栄養塩類管理計画に記載しようとする栄養塩類増加措置を実施する者に協議



 

しなければならない。 

７ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めようとするときは、あらかじめ、計画区域にお

ける栄養塩類増加措置の実施に関し環境保全上関係がある他の関係府県の知事及び市町村

の長の意見を聴くとともに、環境大臣に協議しなければならない。 

８ 環境大臣は、前項の規定による協議を受けたときは、関係行政機関の長に協議しなければ

ならない。 

９ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めたときは、環境省令で定めるところにより、遅

滞なく、その旨を公告するとともに、環境大臣に報告し、かつ、第七項に規定する他の関

係府県の知事及び市町村の長に通知しなければならない。 

 

（栄養塩類管理計画の変更） 

第十二条の七 栄養塩類管理計画を定めた府県知事は、定期的に、計画区域における公共用

水域の水質の状況について、調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当

該栄養塩類管理計画を変更するものとする。 

２ 栄養塩類管理計画を定めた府県知事は、当該栄養塩類管理計画変更しようとするときは、

当該栄養塩類管理計画に記載された栄養塩類増加措置を実施する者に協議しなければなら

ない。 

３ 前条第三項から第九項までの規定は、栄養塩類管理計画の変更（同条第五項から第八項ま

での規定については、環境省令で定める軽微な変更を除く。）について準用する。 

 

（特定施設の構造等の変更の特例） 

第十二条の八 栄養塩類管理計画において栄養塩類増加措置の実施場所として定められた工

場又は事業場（以下この条及び次条第一項において「計画事業場」という。）から公共用

水域に水を排出する者（第五条第一項の許可を受けた者に限る。）が、当該計画事業場に

係る同条第二項第四号から第七号までに掲げる事項の変更について第八条第一項の規定に

よる許可を受けようとする場合において、当該変更が当該栄養塩類管理計画に記載された

ものであるときは、同条第三項において準用する第五条第三項から第七項までの規定は、

適用しない。 

 

（水質汚濁防止法の特例） 

第十二条の九 指定地域内計画事業場（水質汚濁防止法第四条の五第一項に規定する指定地

域内事業場である計画事業場をいう。次項において同じ。）についての同法第八条の二、

第十二条の二及び第十三条第三項の規定の適用については、同法第八条の二中「総量規制



 

基準」とあるのは、「総量規制基準（指定地域内計画事業場（瀬戸内海環境保全特別措置

法（昭和四十八年法律第百十号）第十二条の九第一項に規定する指定地域内計画事業場を

いう。）が定められた同法第十二条の六第一項に規定する栄養塩類管理計画に定められた

同条第二項第二号に規定する物質による汚濁負荷量に係る部分を除く。第十二条の二及び

第十三条第三項において同じ。）」とする。 

２ 栄養塩類管理計画の変更により指定地域内計画事業場でなくなつた水質汚濁防止法第四

条の五第一項に規定する指定地域内事業場についての同法第十二条の二及び第十三条第三

項の規定の適用については、当該指定地域内事業場が指定地域内計画事業場でなくなつた

日から六月間は、同法第十二条の二中「指定地域内事業場の」とあるのは「指定地域内事

業場（瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和四十八年法律第百十号）第十二条の六第一項に

規定する栄養塩類管理計画の変更により同法第十二条の九第一項に規定する指定地域内計

画事業場でなくなつたものに限る。以下この条及び第十三条第三項において同じ。）の」

と、「総量規制基準」とあるのは「総量規制基準（当該変更前の栄養塩類管理計画に定め

られていた同法第十二条の六第二項第二号に規定する物質による汚濁負荷量に係る部分を

除く。第十三条第三項において同じ。）」とする。 

 

（関係府県知事等の協力） 

第十二条の十 関係府県知事は、栄養塩類管理計画の策定及び実施に関して必要があると認

めるときは、他の関係府県の知事又は市町村の長に対し、必要な協力を求めることができ

る。 

 

（関係者の協力） 

第十二条の十一 栄養塩類管理計画を定めた府県知事及び当該栄養類管理計画に記載された

栄養塩類増加措置を実施する者は、当該栄養塩類管理計画の実施に関し、相互に連携を図

りながら協力しなければならない。 

 

（科学的知見の充実のための措置） 

第十二条の十二 国は、瀬戸内海における生物の多様性及び生産性の確保のための栄養塩類

の管理に関する科学的知見の充実を図るため、これに関する情報の収集、整理及び分析並

びに研究の推進に努めるものとする。 

 


